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■妊娠・出産等を理由とする不利益取扱いの禁止 

【厚生労働省令で定める事項】 

イ　妊娠したこと 
ロ　出産したこと 
ハ　妊娠中及び出産後の健康管理に関する措置（母性健康管理措置）を求 
　め、又は当該措置を受けたこと 
ニ　坑内業務の就業制限若しくは危険有害業務の就業制限の規定により 
　業務に就くことができないこと、坑内業務に従事しない旨の申出若しく 
　は就業制限の業務に従事しない旨の申出をしたこと又はこれらの業務 
　に従事しなかったこと 
ホ　産前休業を請求し、若しくは産前休業をしたこと又は産後の就業制限 
　の規定により就業できず、若しくは産後休業をしたこと 
ヘ　軽易な業務への転換を請求し、又は軽易な業務に転換したこと 
ト　事業場において変形労働時間制がとられる場合において１週間又は 
　１日について法定労働時間を超える時間について労働しないことを請 
　求したこと、時間外若しくは休日について労働しないことを請求したこ 
　と、深夜業をしないことを請求したこと又はこれらの労働をしなかった 
　こと 
チ　育児時間の請求をし、又は育児時間を取得したこと 
リ　妊娠又は出産に起因する症状により労務の提供ができないこと若し 
　くはできなかったこと又は労働能率が低下したこと 
　　※「妊娠又は出産に起因する症状」とは、つわり、妊娠悪阻、切迫流産、出産後 
　　　の回復不全等、妊娠又は出産をしたことに起因して妊産婦に生じる症状をいい 
　　　ます。 
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【例えば】 

○　賃金について、妊娠・出産等に係る就労しなかった又はできなかった期間（以下「不 

　就労期間」という。）分を超えて不支給とすること 

○　賞与又は退職金の支給額の算定に当たり、不就労期間や労働能率の低下を考慮の対象 

　とする場合において、同じ期間休業した疾病等や同程度労働能率が低下した疾病等と比 

　較して、妊娠・出産等による休業や妊娠・出産等による労働能率の低下について不利に 

　取り扱うこと　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　など 

【例えば】 

○　実際には労務の不提供や労働能率の低下が生じていないにもかかわらず、女性労働者 

　が、妊娠し、出産し、又は労働基準法に基づく産前休業の請求等をしたことのみをもっ 

　て、人事考課において、妊娠をしていない者よりも不利に取り扱うこと 

○　人事考課において、不就労期間や労働能率の低下を考慮の対象とする場合において、 

　同じ期間休業した疾病等や同程度労働能率が低下した疾病等と比較して、妊娠・出産等 

　による休業や妊娠・出産等による労働能率の低下について不利に取り扱うこと 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　など 

【例えば】 

○　妊娠した女性労働者が、その従事する職務において業務を遂行する能力があるにもか 

　かわらず、賃金その他の労働条件、通勤事情等が劣ることとなる配置の変更を行うこと 

○　妊娠・出産等に伴いその従事する職務において業務を遂行することが困難であり配置 

　を変更する必要がある場合において、他に当該労働者を従事させることができる適当な 

　職務があるにもかかわらず、特別な理由もなく当該職務と比較して、賃金その他の労働 

　条件、通勤事情等が劣ることとなる配置の変更を行うこと 

○　産前産後休業からの復帰に当たって、原職又は原職相当職に就けないこと　　など 
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【例えば】 

○　妊娠した派遣労働者が、派遣契約に定められた役務の提供ができると認められるにも 

　かかわらず、派遣先が派遣元事業主に対し、派遣労働者の交替を求めること　　　など 

（注） 

　　この規定は、派遣先の事業主にも適用されます。 

【事業主が講ずべき措置の内容】 

■セクシュアルハラスメント対策 

①　事業主の方針の明確化及びその周知・啓発 

イ　職場におけるセクシュアルハラスメント 

　の内容及び職場におけるセクシュアルハラ 

　スメントがあってはならない旨の方針を明 

　確化し、管理・監督者を含む労働者に周知・ 

　啓発すること 




